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譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

 

三井物産株式会社（本社：東京都千代田区、社長：堀 健一、以下「当社」といいます。）は、2025年 7月 3

日付の取締役会決議（以下「本取締役会決議」といいます。）により、下記のとおり、在任条件型譲渡制限付株

式報酬及び業績連動型譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分（以下、在任条件型譲渡制限付株式報酬と

しての自己株式の処分を「本自己株処分（在任条件 RS）」、業績連動型譲渡制限付株式報酬としての自己株式の

処分を「本自己株処分（業績連動 RS）」といい、これらを総称して「本自己株処分」といいます。）を行うこと

について決定しましたので、お知らせします。 

 

記 

 

１．処分の概要 

（１） 処 分 期 日 2025年 7月 29日 

（２） 
処 分 す る 株 式 

の 種 類 及 び 数 
当社普通株式 259,000株 

（３） 処 分 価 額 1株につき 2,850円 

（４） 処 分 総 額 738,150,000円 

（５） 処 分 予 定 先 

在任条件 RS制度 

取締役（社外取締役を除く） 

業績連動 RS制度 

取締役（社外取締役を除く） 

 

6名 177,000株 

 

5名  82,000株 

（６） そ の 他 
本自己株処分については、金融商品取引法による臨時報告書を提出しま

す。 

注：本自己株処分により処分される株式数の、本自己株処分前の時点における当社の発行済株式総数に対する

割合は 0.009%です。 

 

２．処分の目的及び理由 

（１）在任条件型譲渡制限付株式報酬 

当社の2022年6月22日開催の第103回定時株主総会において決議された在任条件型譲渡制限付株式報酬制度

（以下「在任条件RS制度」といいます。）は、当社の社外取締役を除く取締役（以下「対象取締役（在任条件

RS）」といいます。）を対象としており、当社の企業価値増大に向けた中長期インセンティブとすることを目

的としています。 

また、2024年6月19日開催の第105回定時株主総会決議に基づき、在任条件RS制度では譲渡制限付株式取得の

出資財産とするための金銭報酬（以下「本金銭報酬債権（在任条件RS）」といいます。）として、対象取締役

（在任条件RS）に対して、年額10億円以内の金銭報酬債権を支給します。 



 

今回は、在任条件RS制度の目的、当社の業況、各対象取締役（在任条件RS）の職責の範囲及び諸般の事情を

勘案し、本金銭報酬債権（在任条件RS）合計504,450,000円の支給及び当社普通株式合計177,000株（以下「本

株式（在任条件RS）」といいます。）の処分を決定しました。本株式（在任条件RS）の処分においては、在任

条件RS制度に基づき、対象取締役（在任条件RS）6名が当社に対する本金銭報酬債権（在任条件RS）の全部を現

物出資財産として払込み、本自己株処分（在任条件RS）を受けることとなります。 

 

【在任条件 RS制度の概要等】 

在任条件RS制度に基づき対象取締役（在任条件RS）に対して支給する金銭報酬債権の総額は、年額10億円を

上限とします。各対象取締役（在任条件RS）への具体的な支給時期及び金額については、取締役会の諮問委員

会であり、社外取締役（独立役員）が委員長を務める報酬委員会における審議を踏まえ、取締役会において決

定します。 

当社が在任条件 RS制度に基づき新たに発行または処分する普通株式の総数は、年 50万株以内（ただし、当

社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）または株式併合が行われた場合、その

他譲渡制限付株式として発行または処分される当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、

当該総数を、合理的な範囲で調整します。）とし、その 1株当たりの払込金額は、当該発行または処分にかか

る取締役会決議がなされる日の属する月の直前 3 か月の東京証券取引所における当社の普通株式の日次終値

の平均値（終値のない日を除き、1円未満の端数は切り上げます。）を基礎として、対象取締役（在任条件 RS）

に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会が決定します。 

 

また、本自己株処分（在任条件 RS）は、当社と対象取締役（在任条件 RS）との間で、後記３．記載の内容を

含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）が締結されることを条件とします。対象取締

役（在任条件 RS）が後記３．（１）記載の譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることがで

きないよう、本株式（在任条件 RS）は、譲渡制限期間中、野村證券株式会社に開設した譲渡制限付株式の専用

口座で管理される予定です。 

 

（２）業績連動型譲渡制限付株式報酬 

当社の2022年6月22日開催の第103回定時株主総会において決議された業績連動型譲渡制限付株式報酬制度

（以下「業績連動RS制度」といいます。）は、当社の社外取締役を除く取締役（以下「対象取締役（業績連動

RS）」といいます。）を対象としており、当社の社会的責任を果たしつつ中長期的な業績と企業価値の持続的

な向上を図るインセンティブとすることを目的としています。なお、業績連動RS制度においては、対象取締役

（業績連動RS）に加え、取締役を兼務しない当社経営会議メンバーも対象となることから、業績連動RS制度の

対象となる取締役を兼務しない当社経営会議メンバー及び対象取締役（業績連動RS）を以下あわせて「対象役

員（業績連動RS）」といいます。 

また、業績連動RS制度では譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬（以下「本金銭報酬債権（業

績連動RS）」といいます。）として、対象役員（業績連動RS）に対して金銭報酬債権を支給します（なお、対

象取締役（業績連動RS）に対して支給する金銭報酬債権は、2024年6月19日開催の第105回定時株主総会決議に

基づき、年額6億円以内とします）。 

今回は、業績連動RS制度の目的、当社の業況、各対象役員（業績連動RS）の職責の範囲及び諸般の事情を勘

案し、本金銭報酬債権（業績連動RS）合計233,700,000円の支給及び当社普通株式合計82,000株（以下「本株式

（業績連動RS）」といいます。）の処分を決定しました。本株式（業績連動RS）の処分においては、業績連動

RS制度に基づき、対象取締役（業績連動RS）5名が当社に対する本金銭報酬債権（業績連動RS）の全部を現物出

資財産として払込み、本自己株処分（業績連動RS）を受けることとなります。なお、本自己株処分（業績連動

RS）の処分予定先には、取締役を兼務しない当社経営会議メンバーは含まれません。 

 



 

【業績連動 RS制度の概要等】 

業績連動RS制度に基づき対象取締役（業績連動RS）に対して支給する金銭報酬債権（業績連動RS）の総額は、

年額6億円を上限とします。また、各対象役員（業績連動RS）への具体的な支給時期及び金額については、取締

役会の諮問委員会であり、社外取締役（独立役員）が委員長を務める報酬委員会における審議を踏まえ、取締

役会において決定します。 

当社が業績連動 RS制度に基づき対象取締役（業績連動 RS）に対して新たに発行または処分する普通株式の

総数は、年 30万株以内（ただし、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）ま

たは株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付株式として発行または処分される当社の普通株式の総数の調

整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整します。）とし、その 1株当たりの払込

金額は、当該発行または処分にかかる取締役会決議がなされる日の属する月の直前 3か月の東京証券取引所に

おける当社の普通株式の日次終値の平均値（終値のない日を除き、1円未満の端数は切り上げます。）を基礎と

して、対象役員（業績連動 RS）に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会が決定します。 

 

また、本自己株処分（業績連動 RS）は、当社と対象取締役（業績連動 RS）との間で、本割当契約が締結され

ることを条件とします。対象取締役（業績連動 RS）が後記３．（１）記載の譲渡制限期間中の譲渡、担保権の

設定その他の処分をすることができないよう、本株式（業績連動 RS）は、譲渡制限期間中、野村證券株式会社

に開設した譲渡制限付株式の専用口座で管理される予定です。 

 

３．本割当契約の概要 

（１）譲渡制限 

対象取締役（在任条件RS）及び対象取締役（業績連動RS）は、本株式（在任条件RS）または本株式（業

績連動RS）の処分期日（2025年7月29日）より30年間（以下「譲渡制限期間」といいます。）、本株式（在

任条件RS）または本株式（業績連動RS）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができま

せん（以下「本譲渡制限」といいます。）。 

 

（２）譲渡制限の解除 

上記（１）の定めにかかわらず、対象取締役（在任条件RS）または対象取締役（業績連動RS）が譲渡制

限期間（ただし、譲渡制限期間中に、当社の取締役または執行役員のいずれの地位からも退任した場合に

は、処分期日から当該退任までの期間とします。）中、継続して、当社の取締役または執行役員のいずれ

かの地位にあったことを条件として、対象取締役（在任条件RS）または対象取締役（業績連動RS）が保有

する本株式（在任条件RS）または本株式（業績連動RS）の全部について、譲渡制限期間が満了した時点で

本譲渡制限は解除されます。 

 

（３）無償取得事由（クローバック条項） 

対象取締役（在任条件RS）または対象取締役（業績連動RS）が、譲渡制限期間中に、法令違反行為を行

った場合その他本割当契約で定める一定の事由に該当した場合、当社は、本株式（在任条件RS）または本

株式（業績連動RS）の全部または一部を、当然に無償で取得します。 

 

（４）組織再編等における取扱い 

上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が

完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他一定の組織再編等に関する事項が当社の株主

総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取

締役会）で承認された場合（ただし、当該組織再編等の効力発生日が譲渡制限期間の満了時より前に到来

するときに限ります。）には、当社の取締役会決議により、譲渡制限を解除する本株式（在任条件RS）ま



 

たは本株式（業績連動RS）の数及び時期を、必要に応じて合理的に調整するものとします。 

 

４．処分価額の算定根拠及びその具体的内容 

本自己株処分は、在任条件RS制度及び業績連動RS制度に基づく当社の2026年3月期の譲渡制限付株式報酬

として支給された金銭報酬債権を出資財産として行われるものです。1株当たりの処分価額は、恣意性を排除

するため、本取締役会決議がなされた日（2025年7月3日）の属する月の直前3か月の東京証券取引所における

当社の普通株式の日次終値の平均値である2,850円を基準としました。これは、合理的で、かつ対象取締役（在

任条件RS）及び対象取締役（業績連動RS）に特に有利な価額には該当しないものと考えております。 

 

なお、在任条件RS制度及び業績連動RS制度とは別途、当社の取締役を兼務しない執行役員（非居住者を除く）

に対しては、事後交付型譲渡制限付株式報酬（リストリクテッド・ストック・ユニット）を、取締役会の決議

により付与します。 

 

以 上 

 

本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

IR部  TEL：03(3285)7657 

広報部   TEL：080(5912)0321 

 

ご注意：  

本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報

を踏まえた仮定、予期及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を

内包するものです。かかるリスク、不確実性及びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況または

キャッシュ・フローが、こうした将来に関する記述とは大きく異なる可能性があります。こうしたリスク、不

確実性その他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、半期報告書等の記載も含まれ、当社は、将来に関す

る記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負うものではありません。また、本発表資料は、上記事

実の発表を目的として作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為

を目的として作成されたものではありません。 

 


